
平 成 3 0 年 度

事 業 報 告 書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

学校法人和歌山信愛女学院



Ⅰ．　　法人の概要

2．　　設置する学校　・　学部　・　学科等

①　　学校法人名

学校法人名 理事長名 所在地 電話番号 法人設立認可年月日

学校法人和歌山信愛女学院 森田　登志子 和歌山市屋形町二丁目23番地
073
424-1141

Ｓ.26.2.28

②　　設置学校一覧

学　校　名 学長・校長・園長 所在地 電話番号 設置認可年月日

和歌山信愛女子短期大学 森田　登志子 和歌山市相坂702番2
073
479-3330

Ｓ.26.3.7

和歌山信愛高等学校 森田　登志子 和歌山市屋形町二丁目23番地
073
424-1141

Ｓ.24.3.31

和歌山信愛中学校 森田　登志子 和歌山市屋形町二丁目23番地
073
424-1141

Ｓ.23.2.20

和歌山信愛女子短期大学
附属幼稚園

梅木　陽子 和歌山市屋形町三丁目32番地
073
423-0114

S.28.12.26

③　　設置学科一覧

学　校　名 学科名 所在地 電話番号 設置認可年月日

生活文化学科 和歌山市相坂702番2
073
479-3330

Ｓ.28.1.31

保育科 和歌山市相坂702番2
073
479-3330

Ｓ.31.3.1

平成30年度　事業報告書

和歌山信愛女子短期大学

1.信愛教育

教育方針
　カトリックの精神に基づく人生観をもたせ、一人ひとりが主体性を確立し、それぞれの可能性を最大限
に伸ばして自己形成を図ると共に、豊かな心をもって、進んで国際社会の建設に貢献する明朗で健康な
人間を育成します。
　　　①　キリストの教えに根ざした教育
　　　②　一人ひとりを大切にする教育
　　　③　能力の開発をめざす教育
　　　④　自己形成を促す教育
　　　⑤　社会貢献への態度を形成する教育

モットー・・・「一つの心、一つの魂」
　本学の設立母体である幼きイエズス修道会の創立者レーヌ・アンティエが残した家庭的絆の精神をモッ
トーとして、学生・生徒・園児を中心に、教職員、保護者、卒業生及び信愛に関わるすべての人が共に歩
み、協働していく。
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３．　沿　革

昭和 21 年 （ 1946 ） 4 月 桜映女学校創立（各種学校令による）

22 年 （ 1947 ） 3 月 財団法人　和歌山女子学園設置

22 年 （ 1947 ） 4 月 和歌山女子専門学校英語科・経済科設置　

22 年 （ 1947 ） 10 月 和歌山市屋形町２丁目９番地に学舎を定める

23 年 （ 1948 ） 4 月 和歌山女子専門学校附属中学校設置

24 年 （ 1949 ） 4 月 和歌山女子高等学校設置

26 年 （ 1951 ） 2 月 学校法人和歌山女子短期大学認可　財団法人和歌山女子学園から組織変更

26 年 （ 1951 ） 3 月 和歌山女子短期大学設置認可　　和歌山女子専門学校の廃止認可

26 年 （ 1951 ） 11 月 幼きイエズス修道会に経営移管

28 年 （ 1953 ） 4 月 家政科設置

28 年 （ 1953 ） 12 月 附属幼稚園設置認可

29 年 （ 1954 ） 4 月 中学校教諭２級普通免許状（家庭）認可

30 年 （ 1955 ） 4 月 和歌山信愛女子短期大学に学名変更

31 年 （ 1956 ） 4 月 保育科設置　幼稚園教諭2級普通免許状認可

39 年 （ 1964 ） 4 月 保母養成校として厚生大臣より認可

43 年 （ 1968 ） 4 月 保母養成施設の指定を受ける（厚生省）

44 年 （ 1969 ） 4 月 家政科に家政専攻と食物栄養専攻の専攻課程を設置（文部省）

44 年 （ 1969 ） 4 月 栄養士養成施設の指定を受ける（厚生省）

51 年 （ 1976 ） 4 月 創立30周年記念セミナーハウス（信愛会館）竣工

63 年 （ 1988 ） 6 月 生活文化学科生活文化専攻に秘書士資格認可

平成 2 年 （ 1990 ） 4 月 和歌山信愛女子短期大学　家政科を生活文化学科に名称変更

2 年 （ 1990 ） 10 月 短期大学を和歌山市相坂702番地2に移転

3 年 （ 1991 ） 5 月 和歌山信愛女子短期大学　家政科廃止

6 年 （ 1994 ） 4 月 英語学科開設

8 年 （ 1996 ） 9 月 生活文化学科生活文化専攻と英語学科に情報処理士資格取得認可

8 年 （ 1996 ） 10 月 本学創立50周年記念式典挙行

8 年 （ 1996 ） 12 月 和歌山市西紺屋町2丁目に地積392.42㎡購入登記（愛友会管理）

9 年 （ 1997 ） 7 月 和歌山市屋形町2丁目23番地、和歌山市有地を購入　地積 6431.51㎡

10 年 （ 1998 ） 2 月 英語学科を英語コミュニケーション学科に名称変更認可

10 年 （ 1998 ） 7 月 中学校校舎（3号館）および駐輪場（4号館）新改築落成

15 年 （ 2003 ） 3 月 英語コミュニケーション学科　廃止

18 年 （ 2006 ） 4 月 短期大学　入学定員の変更

生活文化学科生活文化専攻　 60名 → 40名　　　　収容定員　 80名

保育科　　　　　　　　　　　　　100名　→　120名　　　収容定員　240名

21 年 （ 2009 ） 3 月 附属幼稚園保育棟園舎建替え新築

21 年 （ 2009 ） 4 月 短期大学入学定員の変更。保育科　　　120名　→　100名　　　収容定員　200名

21 年 （ 2009 ） 12 月 附属中学校・高等学校　　和歌山市北細工町24番地、25番地　1066.73㎡　校地購入

22 年 （ 2010 ） 3 月 短期大学基準協会による平成21年度第三者評価において「適合」の評価

22 年 （ 2010 ） 4 月 中学校・高等学校新築建替第１期工事着工

23 年 （ 2011 ） 8 月 中学校・高等学校新築建替第１期工事完成。　同第２期工事着工

24 年 （ 2012 ） 7 月 寄附行為変更認可（法人名称・設置校名称変更及び住所更正）

24 年 （ 2012 ） 12 月 中学校・高等学校新築建替第２期工事完成。

25 年 （ 2013 ） 4 月 法人名称　 「学校法人和歌山信愛女学院」　（変更）

住　所 「和歌山市屋形町二丁目２３番地」　（更正）

設置校名称 和歌山信愛女子短期大学　（継続）

和歌山信愛高等学校　（変更）

和歌山信愛中学校　（変更）

和歌山信愛女子短期大学附属幼稚園　（継続）

27 年 （ 2015 ） 4 月 幼稚園教諭免許状・保育士資格取得特例制度開始に伴い、通信制（特例コース）を開講

29 年 （ 2017 ） 3 月 短期大学基準協会による平成28年度第三者評価において「適合」の評価

30 年 （ 2018 ） 8 月 和歌山信愛大学教育学部子ども教育学科設置認可（文部科学省　30文科高第420号

平成30年8月31日付）　平成31年4月開学　入学定員80名

和歌山信愛大学教育学部子ども教育学科設置に伴う寄附行為変更認可（文部科学省

　30文科高第423号　平成30年8月31日付）

31 年　（ 2019 ） 4 月 和歌山信愛大学　教育学部　子ども教育学科　開学
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４．　学生・生徒・園児数

現在

１年
（３歳児）

２年
（４歳児）

３年
（５歳児）

合　計

190 380 187 188 214 － 402

90 180 88 88 110 － 198

100 200 99 100 104 － 204

250 750 276 276 254 265 795

120 360 106 106 109 123 338

－ 280 － 50 49 50 149

５．役員・教職員数等

実数 実数

(1) 　　理　事　 5人 7人

(2) 　　監　事 2人 2人

(3) 　　評議員 14人 15人

(4) 　　教職員 現在

教員 職員 計 教員 職員 計

27 22 49 47 14 61

55 7 62 11 8 19

27 5 32 4 2 6

12 1 13 4 7 11

－ 4 4 － 3 3

　合     計 121 39 160 66 34 100

和歌山信愛女子短期大学

平成30年5月1日

学校名 入学定員 収容定員 入学者数
現　　員

　和歌山信愛中学校

　和歌山信愛女子短期大学
　附属幼稚園

　　　　保　育　科

　和歌山信愛高等学校

　　　　生活文化学科

兼　務

平成30年8月31日付寄附行為変更

平成30年5月1日

設置校等
本　務

　法　人

　和歌山信愛中学校

　和歌山信愛女子短期大学
　附属幼稚園

　和歌山信愛高等学校

　和歌山信愛女子短期大学

平成30年5月1日現在 平成30年10月1日現在

定数役職等

15人～20人

5人～7人

2人

11人～16人

定数

日付

7人～9人

2人
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Ⅱ　　事業の概要

　主要な運営指標等の推移

　(単位:人)

区      分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

学生・生徒・園児在籍者数

　　短期大学 432 423 410 417 402

　　　　　　生活文化学科 210 208 221 224 198

　　　　　　保　育　科　 222 215 189 193 204

　　高等学校 806 813 798 781 795

　　中学校 377 404 397 370 338

　　幼稚園 152 152 159 156 149

専任教職員数

　　短期大学　 46 43 43 48 49

　　高等学校 60 61 61 60 62

　　中学校 29 32 32 34 32

　　幼稚園 12 12 14 13 13

Ⅲ.　決算の概要

　　(単位:千円)

事業活動収支 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　事業活動収入計 1,740,957 1,800,578 1,788,466 1,934,651 2,036,003

　事業活動支出計 1,696,650 1,735,494 1,706,763 1,745,671 1,988,914

　基本金組入前当年度収支差額 44,307 65,084 81,703 188,980 47,089

　基本金組入額合計 △ 77,748 △ 80,269 △ 28,595 △ 232,600 △ 629,729

　当年度収支差額 △ 33,441 △ 15,185 53,108 △ 43,620 △ 582,640

　教育活動収入は、学生生徒等納付金は短大・中学校の学生生徒数の減少により20百万円減少した
一方で、私大退職金財団・退職金社団交付金収入の増加18百万円、子育て支援実習の受託事業収
入等のその他収入の増加11百万円により、12百万円増加しました。
　また、特別収入は、前年度には4年制大学設置のため和歌山市より旧本町小学校校舎の現物寄付が
あったため135百万円減少した一方で、大学誘致施設整備事業に係る和歌山市からの施設設備補助
金が222百万円増加した影響で89百万円増加しました。
　教育活動支出は、主に大学設置に関連する人件費及び経費の増加により241百万円増加しました。
　以上の結果、平成30年度の事業活動収入は2,036百万円（前年度比101百万円の増加）、事業活動
支出は1,989百万円（前年度比243百万円の増加）となり、基本金組入前収支差額は47百万円(前年度
比142百万円の減少)となりました。
　基本金組入前収支差額はプラスであり収入・支出のバランスに問題はなく、今後も継続的に収入支出
のバランスがプラスの水準を確保できるよう構築していく必要があります。
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予　算　額 決　算　額 差　　　異

1,032,206,526 1,031,848,994 357,532

26,967,000 26,959,680 7,320

37,790,000 37,790,000 0

821,148,000 821,096,244 51,756

75,190,000 75,497,000 △ 307,000

744,988,000 744,631,244 356,756

970,000 968,000 2,000

0 0 0

49,620,000 49,564,214 55,786

8,180,000 8,171,085 8,915

57,405,000 57,203,268 201,732

131,091,000 129,642,000 1,449,000

826,581,524 826,581,524 0

△ 150,298,924 △ 150,298,924 0

686,745,185 686,745,185

3,527,435,311 3,525,303,270 2,132,041

予　算　額 決　算　額 差　　　異

1,300,750,000 1,299,231,255 1,518,745

315,881,000 298,373,254 17,507,746

191,850,000 189,565,229 2,284,771

0 0 0

558,990,000 480,186,698 78,803,302

155,210,000 155,199,851 10,149

223,000,000 223,000,000 0

68,820,251 68,789,386 30,865

△ 43,651,196 △ 43,651,196 0

756,585,256 854,608,793 △ 98,023,537

3,527,435,311 3,525,303,270 2,132,041

科　　　　　　　目

資　金　収　支　計　算　書

平成 30年 4月   1日から

平成 31年 3月 31日まで

（単位  円）

収入の部

資金支出調整勘定

前受金収入

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

　　　国庫補助金収入

　　　地方公共団体補助金収入

　　　地の拠点補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

翌年度繰越支払資金

支出の部合計

設備関係支出

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

収入の部合計

支 出　の　部 

科　　　　　　　目

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等返済支出

施設関係支出

資産運用支出

その他の支出
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（単位  円）

金額

1,031,848,994

26,959,680

37,790,000

490,136,349

49,564,214

57,203,268

1,693,502,505

1,299,231,255

298,373,254

189,565,229

1,787,169,738

△ 93,667,233

13,646,189

△ 80,021,044

金額

330,959,895

0

670,000,000

1,000,959,895

480,186,698

155,199,851

200,000,000

835,386,549

165,573,346

108,327,105

273,900,451

193,879,407

金額

0

0

20,000,000

0

20,000,000

8,171,085

28,171,085

0

23,000,000

31,186,884

54,186,884

0

54,186,884

△ 26,015,799

0

△ 26,015,799

　　支払資金の増減額 167,863,608

　　前年度繰越支払資金 686,745,185

　　翌年度繰越支払資金 854,608,793

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書
平成 30年 4月   1日から
平成 31年 3月 31日まで

教
育
活
動
収
支

科　　　　　　　目

収
入

学生生徒等納付金収入

手数料収入

一般寄付金収入

経常費等補助金収入

付随事業収入

雑収入

教育活動資金収入計

支
出

人件費支出

教育研究経費支出

管理経費支出

教育活動資金支出計

差引

調整勘定等

教育活動資金収支差額

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　　　　　目

収
入

施設設備補助金収入

施設設備売却収入

減価償却引当特定資産取崩収入

施設整備等活動資金収入計

支
出

施設関係支出

設備関係支出

減価償却引当特定資産繰入支出

施設整備等活動資金支出計

差引

調整勘定等

施設整備等活動資金収支差額

小計

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　　　　　目

収
入

借入金等収入

有価証券償還収入

退職給与特定資産取崩収入

預り金受入収入

小計

受取利息・配当金収入

その他の活動資金収入計

支
出

借入金等返済支出

退職給与引当特定資産繰入支出

預り金支払支出

小計

借入金等利息支出

その他の活動資金支出計

差引

調整勘定等

その他の活動資金収支差額
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科　　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　異

学生生徒等納付金 1,032,206,526 1,031,848,994 357,532

手数料 26,967,000 26,959,680 7,320

寄付金 38,240,000 38,181,656 58,344

経常費等補助金 490,148,000 490,136,349 11,651

　　　国庫補助金 75,190,000 75,497,000 △ 307,000

　　　地方公共団体補助金 413,988,000 413,671,349 316,651

　　　地の拠点補助金 970,000 968,000 2,000

付随事業収入 49,620,000 49,564,214 55,786

雑収入 57,405,000 57,203,268 201,732

教育活動収入計 1,694,586,526 1,693,894,161 692,365

人件費 1,303,945,000 1,302,422,523 1,522,477

教育研究経費 495,861,000 477,888,900 17,972,100

管理経費 206,730,000 206,067,751 662,249

徴収不能額等 0 0 0

教育活動支出計 2,006,536,000 1,986,379,174 20,156,826

△ 311,949,474 △ 292,485,013 △ 19,464,461

科　　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　異

受取利息・配当金 8,180,000 8,171,085 8,915

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 8,180,000 8,171,085 8,915

借入金等利息 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

8,180,000 8,171,085 8,915

△ 303,769,474 △ 284,313,928 △ 19,455,546

科　　　　　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　　異

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 333,980,000 333,938,163 41,837

特別収入計 333,980,000 333,938,163 41,837

資産処分差額 2,729,502 2,534,776 194,726

その他の特別支出 0 0 0

特別支出計 2,729,502 2,534,776 194,726

331,250,498 331,403,387 △ 152,889

27,481,024 47,089,459 △ 19,608,435

△ 629,729,489 △ 629,729,489 0

△ 602,248,465 △ 582,640,030 △ 19,608,435

△ 2,079,942,471 △ 2,079,942,471 0

10,190,910 10,190,910 0

△ 2,672,000,026 △ 2,652,391,591 △ 19,608,435

（参考）

2,036,746,526 2,036,003,409 743,117

2,009,265,502 1,988,913,950 20,351,552

事 業 活 動 収 支 計 算 書
平成 30年 4月   1日から

平成 31年 3月 31日まで

（単位  円）

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出

の
部

教育活動収支差額

支
出
の
部

教育活動外収支差額

経常収支差額

特
別
収
支

事
業
活
動
支
出

の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

特別収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入

の
部

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額
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収　入　の　部 （単位  円）

和歌山信愛女子短期
大学

和歌山信愛高等学校 和歌山信愛中学校
和歌山信愛女子短期大
学附属幼稚園

415,475,686 400,164,033 177,404,775 38,804,500

6,639,200 12,919,400 3,679,080 152,000

8,372,000 20,799,300 6,968,700 850,000

76,527,372 259,066,477 106,136,000 48,406,500

75,497,000 0 0 0

62,372 259,066,477 106,136,000 48,406,500

968,000 0 0 0

0 0 0 0

7,522,840 11,082,259 5,517,993 10,286,872

2,170,028 2,954,283 1,227,889 401,134

23,107,549 27,919,759 4,514,351 884,651

539,814,675 734,905,511 305,448,788 99,785,657

和歌山信愛女子短期
大学

和歌山信愛高等学校 和歌山信愛中学校
和歌山信愛女子短期大
学附属幼稚園

408,796,602 554,964,100 241,202,505 63,359,731

70,776,439 73,104,245 19,591,465 10,206,505

27,903,803 31,578,361 17,215,234 5,295,652

0 0 0 0

0 3,031,884 1,493,316 469,520

1,440,167 1,988,689 299,212 404,300

508,917,011 664,667,279 279,801,732 79,735,708

（単位  円）

科　　　　　　　目
和歌山信愛女子短期
大学

和歌山信愛高等学校 和歌山信愛中学校
和歌山信愛女子短期大
学附属幼稚園

学生生徒等納付金 415,475,686 400,164,033 177,404,775 38,804,500

手数料 6,639,200 12,919,400 3,679,080 152,000

寄付金 8,372,000 21,074,243 7,085,413 850,000

経常費等補助金 76,527,372 259,066,477 106,136,000 48,406,500

　　国庫補助金 75,497,000 0 0 0

　　地方公共団体補助金 62,372 259,066,477 106,136,000 48,406,500

　　地の拠点補助金 968,000 0 0 0

付随事業収入 7,522,840 11,082,259 5,517,993 10,286,872

雑収入 23,107,549 27,919,759 4,514,351 884,651

教育活動収入計 537,644,647 732,226,171 304,337,612 99,384,523

人件費 408,204,991 555,576,389 244,254,054 63,399,486

教育研究経費 123,294,384 146,748,725 61,932,829 21,218,362

管理経費 31,799,919 36,982,105 22,024,789 5,494,427

徴収不能額等 0 0 0 0

教育活動支出計 563,299,294 739,307,219 328,211,672 90,112,275

△ 25,654,647 △ 7,081,048 △ 23,874,060 9,272,248

受取利息・配当金 2,170,028 2,954,283 1,227,889 401,134

教育活動外収入計 2,170,028 2,954,283 1,227,889 401,134

借入金等利息 0 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0 0

2,170,028 2,954,283 1,227,889 401,134

経常収支差額 △ 23,484,619 △ 4,126,765 △ 22,646,171 9,673,382

資産売却差額 0 0 0 0

その他の特別収入 69,412 0 0 0

特別収入計 69,412 0 0 0

資産処分差額 282,342 332,547 95,887 0

特別支出計 282,342 332,547 95,887 0

△ 212,930 △ 332,547 △ 95,887 0

△ 23,697,549 △ 4,459,312 △ 22,742,058 9,673,382

基本金組入額合計 0 △ 671,083 △ 1,390,269 △ 323,820

当年度収支差額 △ 23,697,549 △ 5,130,395 △ 24,132,327 9,349,562

資　金　収　支　内　訳　表
平成 30年 4月   1日から
平成 31年 3月 31日まで

事 業 活 動 収 支 内　訳　表
平成 30年 4月   1日から

設備関係支出

収入の部合計

支 出　の　部 

科　　　　　　　目

人件費支出

教育研究経費支出

支出の部合計

平成 31年 3月 31日まで

科　　　　　　　目

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入

　　国庫補助金収入

　　地方公共団体補助金収入

　　地の拠点補助金収入

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

管理経費支出

借入金等返済支出

施設関係支出

基本金組入前当年度収支差額

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支

出
の
部

教育活動収支差額

教
育
活
動
外

収
支

収
入

の
部

支
出

の
部

教育活動外収支差額

特
別
収
支

収
入
の

部

支
出

の
部

特別収支差額
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（単位  円）

科　　　　　　　　　　目 本年度末 前年度末 増　減

固定資産 7,919,953,598 7,943,163,988 △ 23,210,390

    有形 固定 資産 7,306,851,468 6,880,170,376 426,681,092

　　　　　　土　地 2,399,663,014 2,399,663,014 0

　　　　　　建　物 4,212,743,211 3,895,611,369 317,131,842

　　　　　　その他の有形固定資産 694,445,243 584,895,993 109,549,250

　　特　定　資　産 593,000,000 1,060,000,000 △ 467,000,000

    その他の固定資産 20,102,130 2,993,612 17,108,518

流動資産 911,588,276 844,437,185 67,151,091

　　　　　　現金預金 854,608,793 686,745,185 167,863,608

　　　　　　その他の流動資産 56,979,483 157,692,000 △ 100,712,517

資　産　の　部　合　計 8,831,541,874 8,787,601,173 43,940,701

科　　　　　　　　　　目 本年度末 前年度末 増　減

固定負債 743,856,389 741,598,241 2,258,148

　　　　　　長期借入金 350,000,000 350,000,000 0

　　　　　　その他の固定負債 466,560 1,399,680 △ 933,120

　　　　　　退職給与引当金 393,389,829 390,198,561 3,191,268

流動負債 165,729,416 171,136,322 △ 5,406,906

　　　　　　未払金 26,641,046 27,527,068 △ 886,022

　　　　　　前受金 129,642,000 102,976,000 26,666,000

　　　　　　預り金 9,446,370 40,633,254 △ 31,186,884

負債の部合計 909,585,805 912,734,563 △ 3,148,758

科　　　　　　　　　　目 本年度末 前年度末 増　減

基本金 10,574,347,660 9,954,809,081 619,538,579

　　　　　　第１号　基本金 10,456,347,660 9,836,809,081 619,538,579

　　　　　　第４号　基本金 118,000,000 118,000,000 0

繰越収支差額 △ 2,652,391,591 △ 2,079,942,471 △ 572,449,120

　　　　　　翌年度繰越収支差額 △ 2,652,391,591 △ 2,079,942,471 △ 572,449,120

純資産の部合計 7,921,956,069 7,874,866,610 47,089,459

負債及び純資産の部合計 8,831,541,874 8,787,601,173 43,940,701

平成31年3月31日

資　産　の　部

負　債　の　部

純　資　産　の　部

貸　借　対　照　表
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　資　産　の　部 （単位  円）

科　　　目 金　　　額

　　土　　　地 2,399,663,014

　　建　　　物 4,212,743,211

　　構　築　物 195,527,807

　　教育研究機器備品 226,431,259

　　管理用機器備品 13,958,887

　　図　　　書 236,682,714

　　車　　　両 16,044,976

　　建設仮勘定 5,799,600

　　特　定　資　産 593,000,000

　　その他の固定資産 20,102,130

　　現　金　預　金 854,608,793

　　その他の流動資産 56,979,483

　　資 産 の 部 合 計 8,831,541,874

　負　債　の　部

科　　　目 金　　　額

　　長 期 借 入 金 350,000,000

　　長期未払金 466,560

　　退職給与引当金 393,389,829

　　未　払　金 26,641,046

　　前　受　金 129,642,000

　　預　り　金 9,446,370

　　負 債 の 部 合 計 909,585,805

    資産の部合計 8,831,541,874

    負債の部合計 909,585,805

   平成30年度正味財産 7,921,956,069

財　　産　　目　　録

平成31年3月31日
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学校法人全体 経年推移

比率名 H26 H27 H28 H29 H30

1 事業活動収支差額比率 2.5% 3.6% 4.6% 9.8% 2.3%

2 基本金組入後収支比率 102.0% 100.9% 97.0% 102.6% 141.4%

3 人件費比率 71.1% 70.0% 69.7% 74.2% 76.5%

4 人件費依存率 115.3% 115.5% 116.7% 119.3% 126.2%

5 教育研究経費比率 19.7% 19.4% 18.9% 20.8% 28.1%

6 管理経費比率 6.7% 7.0% 6.9% 8.2% 12.1%

7 学生生徒等納付金比率 61.6% 60.6% 59.7% 62.2% 60.6%

8 補助金比率 28.1% 27.2% 27.5% 28.9% 28.8%

　　上記指標は、次の算式により算出しています。

1 事業活動収支差額比率＝基本金組入前当年度収支差額／事業活動収入

2 基本金組入後収支比率＝事業活動支出／事業活動収入 - 基本金組入額

3 人件費比率＝人件費／経常収入

4 人件費依存率＝人件費/学生生徒納付金

5 教育研究経費比率＝教育研究経費／経常収入

6 管理経費比率＝管理経費/経常収入

7 学生生徒等納付金比率＝学生生徒等納付金／経常収入

8 補助金比率＝補助金／経常収入   

平成30年度の分析値について
（1）事業活動収支差額比率
前年度には大学設置のための現物寄付及び補助金の収受の影響により事業活動収支差額が大幅
にプラスとなっていたため、事業活動収支比率は7.5%下落しています。
（2）基本金組入後収支比率
前年度と比較し、基本金組入後収支比率は38.8%上昇しています。これは大学設置に伴い事業活動
支出及び基本金組入額がそれぞれ大幅に増加したことによります。
（3）人件費比率、人件費依存率
前年度と比較し、人件費比率は2.3%、人件費依存率は6.9%、それぞれ上昇しています。これは大学
設置を見据えて人員を増加したこと等によります。
（4）教育研究経費比率、管理経費比率
前年度と比較し、教育研究経費比率は7.3%、管理経費比率は3.9%、それぞれ上昇しています。これ
は大学設置のための修繕費・消耗品費・建物取崩支出等が発生したことによります。

事業活動収支関係財務比率
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